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説明内容 

 
１．温室効果ガス削減に向けた国内外の動向 
 
２．建築分野の省CO2推進の障壁 
 
３．新しい建築モデル：スマートウェルネス 
 
４．まとめ 
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「全員参加」による温暖化対策の枠組みが採択（ 2015年12月15日） 

COP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）⇒パリ協定 

課題： 
•参加国すべてが目標を達成しても、地球の平均 
気温は産業革命前より3度近く上昇する。 

•全員参加を優先したため、目標を達成できない場
合の規定はほとんど議論されなかった。 

COP24にて具体的な実施ルールの合意（ 2018/12/17） 
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各国のIDCN（2020年以降の約束草案） 
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出典：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス（2017年度速報値） 
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日本のIDCN（約束草案）の中身 

日本の約束草案（H27.7.17） 
［単位：百万t-ＣＯ２］ 実績A 目標B 削減率

2013年度 2030年度 (=1-B/A)

エネルギー起源ＣＯ２ 1,235 927 24.9%

産業部門 429 401 6.5%

業務その他部門 279 168 39.8%

家庭部門 201 122 39.3%

運輸部門 225 163 27.6%

エネルギー転換部門 101 73 27.7%

年度

実績 目標 

24.9%

削減 

●温室効果ガス削減目標 

 （2030年における2013年比） 

 ・全体 ：26.0％ 

 ・エネルギー起源 ：24.9％ 

  －業務その他部門 ：39.8％ 

  －家庭部門 ：39.3％ 

  －交通部門 ：27.6％ 

震災後の一段階の削減を経た後の 

非常に高い目標 
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業務用その他部門での達成可能性 

・2020年から新築、改修で大幅な省エネが図られると想定 

・新築着工面積のストック面積に対する比率3％、設備改修の比率5％と想定 

・業務用ストック面積：18億㎡ 

39.6%減 

27.5%減 

15.4%減 
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消費 
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延床面積 

業務他部門のエネルギー消費は削減傾向か？ 

出典：エネルギー白書（2018）、資源エネルギー庁（2018） 

GDPの伸び、延べ床面積の伸び
に対して、エネルギー消費量が低
減している 

→Decoupling社会の到来！ 
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出典：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス（2016年度確定値） 

部門別の温室効果ガス排出量の推移（日本） 
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動向のまとめ 

2030年の温室効果ガスの削減目標に向け、業務他部門、家

庭部門における２次側のエネルギー消費量は低減傾向にあ
る。 
 

一方で、その低減速度は低下しつつあり、今後に省エネル
ギーがより一層加速されるかは不透明な状況である。 
 

目標達成に向けては、従来の省エネ技術の進展とその普及
だけではままならず、新たな方向性への展開が求められる。 
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説明内容 

 
１．温室効果ガス削減に向けた国内外の動向 
 
２．建築分野の省CO2推進の障壁 
 
３．新しい建築モデル：スマートウェルネス 
 
４．まとめ 
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環境政策と市場メカニズム 

出典：環境白書（平成7年） 

環境税制により環境汚染を市場メカニズムの中で防止 
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環境配慮建築物に対するオーナーの投資判断 

1. どのような投資が可能かを確定．可能な選択肢を列挙．  

2. 各選択肢の全ての結果を確定．必要な投入とそこからの産出．  

3. 投入と産出を［金銭評価］．  

4. ［費用］と［便益］を合計し，［利潤］が最大の投資を選択． 

  → ［機会費用］を適切に考慮したときの［利潤］が正であるか否か 

建築主 

建設費 

環境配慮建築に対する追加投資 

光熱水費の低減 

賃料の上昇 

空室率の低下 

出典：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス（2016年度確定値） 
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・「１％」のエネルギーがオーナーやテナントの関心事なのか？  

出所：平成28年賃金構造基本統計調査(都道
府県別第１表10人以上) 

ビル入居組織のコスト感覚（１） 

エネルギーコスト（1人当たり月額） 5,400円 

 ＊1,613MJ/㎡・年×1.92円/MJ÷0.6（レンタブル比）×3.3×3.8坪（１人当り面積）÷１２か月 マネジメントコスト含まず 

  ザイマックス総研「オフィスビルエネルギー消費量及びコスト調査(2016年12月まで)」 

賃 料（1人当たり月額）  64,697円 

 ＊ザイマックス総研「１人あたりオフィス面積調査（2016年）」 

人件費（月額）  602,000円 

 ＊平成28年賃金構造基本統計調査の東京（男女）の平均給与額に、 

  福利厚生費調査（経団連2013年）の現金給与に対する法定・法定外福利厚生費の割合19.3%を加えた額 

Energy  
 costs 

5,400円 
Rental 
 costs 

64,697円 
Staff 

 costs 
602,000円 

東京 
年齢 勤続年数 

所定内実労
働時間数 

超過実労働
時間数 

きまって支
給する現金
給与額 

年間賞与そ
の他特別給

与額 

歳 年 時間 時間 千円 千円 

男 女 計 41.4 11.7 160 13 403.4 1219.1 

男 42.8 13.2 161 14 445.3 1428.7 

 女 38.6 8.9 159 10 320.4 803.6 

我慢の省エネ 

-1,800円 +30,000円 ±0円 

25％減 5％低下 0%増 
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・「１％」のエネルギーがオーナーやテナントの関心事なのか？  

出所：平成28年賃金構造基本統計調査(都道
府県別第１表10人以上) 

ビル入居組織のコスト感覚（２） 

エネルギーコスト（1人当たり月額） 5,400円 

 ＊1,613MJ/㎡・年×1.92円/MJ÷0.6（レンタブル比）×3.3×3.8坪（１人当り面積）÷１２か月 マネジメントコスト含まず 

  ザイマックス総研「オフィスビルエネルギー消費量及びコスト調査(2016年12月まで)」 

賃 料（1人当たり月額）  64,697円 

 ＊ザイマックス総研「１人あたりオフィス面積調査（2016年）」 

人件費（月額）  602,000円 

 ＊平成28年賃金構造基本統計調査の東京（男女）の平均給与額に、 

  福利厚生費調査（経団連2013年）の現金給与に対する法定・法定外福利厚生費の割合19.3%を加えた額 

Energy  
 costs 

5,400円 
Rental 
 costs 

64,697円 
Staff 

 costs 
602,000円 

東京 
年齢 勤続年数 

所定内実労
働時間数 

超過実労働
時間数 

きまって支
給する現金
給与額 

年間賞与そ
の他特別給

与額 

歳 年 時間 時間 千円 千円 

男 女 計 41.4 11.7 160 13 403.4 1219.1 

男 42.8 13.2 161 14 445.3 1428.7 

 女 38.6 8.9 159 10 320.4 803.6 

ZEB（超省エネ） 

-2,700円 ±0円 ±6,000円 

50％減 0％ 10%増 
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省エネ・省CO2が進みにくい要因（１） 



17 CHIBA UNIVERSITY HAYASHI LAB 平成30年度 東京都環境建築フォーラム 

省エネ・省CO2が進みにくい要因（２） 

オーナーの意識改革 エネルギー消費量の適正さ検証 

実績エネルギー消費量の評価方法の未整備 
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BELSの実績の推移（平成28年度） 

住宅はZEH補助金とセットで普及、非住宅部門は方向性みえず 

出典：国土交通省（住宅・建築物の省エネ性能表示制度に関するシンポジウム） 
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既存ストックのベンチマークの困難 

実績のエネルギー消費量の適正さを検証する方法がない 
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出典：施設利用に応じた省エネが可能に！ ～官庁施設のエネルギー消費量の内訳の推計法を開発～（国土交通省、2018･8･6） 
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出典：工場等判断基準WG資料［資源エネルギー庁］（参考資料１、2018年12月14日） 
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説明内容 

 
１．温室効果ガス削減に向けた国内外の動向 
 
２．建築分野の省CO2推進の障壁 
 
３．新しい建築モデル：スマートウェルネス 
 
４．まとめ 
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リテンションの観点からの健康経営の必要性  

政府の「働き方改革」の概要  

・深刻な労働力不足 

・OECD（35ヶ国中）22位の労働生産性 

「働き方改革」の推進 
・｢健康に､柔軟に働ける｣対策 
・｢知的生産性｣向上による長時間労働の解消 
・メンタルヘルス確保 
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スマートウェルネスオフィス 

スマートウェルネスオフィス 
 
健康を促進するという新たな軸に
より、建築や都市を評価し、 
その考え方を普及・推進する概念 

Cf.スマートウェルネスオフィス研究委員会 
日本サステナブル建築協会 

従
来
の
環
境
評
価 

健
康
性
評
価 
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成果 ＝ 労働者数 
[人] 

知的生産性 
[成果/(人･時)] 

労働時間 
[時] 

× × 

長時間労働 
ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｨｰｽﾞﾑ 
による生産性低下 

ｱﾌﾞｾﾝﾃｨｰｽﾞﾑ 
による離職・欠勤 

作業効率向上 
集中促進 

優秀な人材の 
確保・流出防止 

創造的活動の促進 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの誘発 

環境起因によるポジティブ要素 

不健康要因によるネガティブ要素 

知的生産性向上は従業員を健康に導く 
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不動産 

利用者 

不動産事業者 

投資家・投資機関 

Gresb等での 
ベンチマーク 
の普及 

投資先 
の選別 

利用者便益 
→小 

ビル選別の判断 
材料にならない 
→競争力なし 
→賃料は据え置き 

利用者 

投資家・投資機関 

不動産事業者 

追加投資小 
（一部の企業） 

利用者便益 
→大 

ビルの選別の 
判断材料になる 
→競争力有 
→賃料の上昇 

追加投資大 

環境不動産への投資 健康不動産への投資 

投資先 
の選別 

不動産への追加投資の原動力 
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（2018.3.28 国交省報道発表） 



28 CHIBA UNIVERSITY HAYASHI LAB 平成30年度 東京都環境建築フォーラム 

Well Building Standardは、Delos
社により開発された企業の健康
経営度について営繕的な項目、
運用の取り組みなどを評価・認
証する仕組み。建物全体、テナ
ント部等の単位で評価が可能で
ある。 

Well Certification Guidebook (Japanese) 
https://www.wellcertified.com/node/3497 
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安全・安心 

「オフィスワーカーが知的生産性向上を健康な状態で実現する」 
ことを目的とした評価体系へ展開（CASBEE-Wellness Office） 

CASBEE-ウェルネスオフィスの開発方針  

集中力の向上 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活性化 

意欲の向上 
労働時間の短縮 
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CASBEE ｰウェルネスオフィスの開発構想 

    

客観評価ツール 

整合 

建築の仕様や設備の性能など、第三
者が定量的に評価可能な項目により
構成されるツール 

執務者の満足度、健康感などを主観調査によ
り評価するツール。物理的条件や周辺環境に
より実現している行動や意識を評価する。 

B.主観評価ツール

CASBEE- 

ｵﾌｨｽ健康ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

C.労働機能障害 
調査 

WFun 

主観評価ツール 

開発予定範囲 

相関 
分析 

建築･環境･設備の仕様・性能 
ビル管理の品質、 

執務者へのサービス提供 

執務者の快適性 
執務者の働き易さ ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ等 

A.専門家版評価ツール 

CASBEE- 
ウェルネスオフィス 

（標準版） 

エビデンスベースドなツールとして開発中 
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BEE=Q/L 

CASBEE for Building 

Load Reduction 

環境負荷低減 

(Score of LR) 
 

Environmental Quality 

環境品質 

Building Environmental Efficiency 

(Score of Q) 
 

Q1: 室内環境 
Q2: サービス品質 
Q3: 敷地内環境 

LR1: エネルギー 
LR2: 資源・マテリアル 
LR3: 敷地内環境 

CASBEE-ウェルネスオフィス 

Activity Based Working 

コミュニケーション 

ビルサービス 

テナント取り組み 

オフィス家具 

人の健康増進・知的生産性向上の
視点から従来のQ環境品質 
の概念を拡張 

バイオフィリア 

運動機会 

CASBEE ウェルネスオフィスの評価範囲  
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・「１％」のエネルギーがオーナーやテナントの関心事なのか？  

出所：平成28年賃金構造基本統計調査(都道
府県別第１表10人以上) 

ビル入居組織のコスト感覚（３） 

エネルギーコスト（1人当たり月額） 5,400円 

 ＊1,613MJ/㎡・年×1.92円/MJ÷0.6（レンタブル比）×3.3×3.8坪（１人当り面積）÷１２か月 マネジメントコスト含まず 

  ザイマックス総研「オフィスビルエネルギー消費量及びコスト調査(2016年12月まで)」 

賃 料（1人当たり月額）  64,697円 

 ＊ザイマックス総研「１人あたりオフィス面積調査（2016年）」 

人件費（月額）  602,000円 

 ＊平成28年賃金構造基本統計調査の東京（男女）の平均給与額に、 

  福利厚生費調査（経団連2013年）の現金給与に対する法定・法定外福利厚生費の割合19.3%を加えた額 

Energy  
 costs 

5,400円 
Rental 
 costs 

64,697円 
Staff 

 costs 
602,000円 

東京 
年齢 勤続年数 

所定内実労
働時間数 

超過実労働
時間数 

きまって支
給する現金
給与額 

年間賞与そ
の他特別給

与額 

歳 年 時間 時間 千円 千円 

男 女 計 41.4 11.7 160 13 403.4 1219.1 

男 42.8 13.2 161 14 445.3 1428.7 

 女 38.6 8.9 159 10 320.4 803.6 

健康＆生産性向上ビル 

±0円 -30,000円 +6,000円 

0％ 5％向上 10%増 
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・「１％」のエネルギーがオーナーやテナントの関心事なのか？  

出所：平成28年賃金構造基本統計調査(都道
府県別第１表10人以上) 

ビル入居組織のコスト感覚（４） 

エネルギーコスト（1人当たり月額） 5,400円 

 ＊1,613MJ/㎡・年×1.92円/MJ÷0.6（レンタブル比）×3.3×3.8坪（１人当り面積）÷１２か月 マネジメントコスト含まず 

  ザイマックス総研「オフィスビルエネルギー消費量及びコスト調査(2016年12月まで)」 

賃 料（1人当たり月額）  64,697円 

 ＊ザイマックス総研「１人あたりオフィス面積調査（2016年）」 

人件費（月額）  602,000円 

 ＊平成28年賃金構造基本統計調査の東京（男女）の平均給与額に、 

  福利厚生費調査（経団連2013年）の現金給与に対する法定・法定外福利厚生費の割合19.3%を加えた額 

Energy  
 costs 

5,400円 
Rental 
 costs 

64,697円 
Staff 

 costs 
602,000円 

東京 
年齢 勤続年数 

所定内実労
働時間数 

超過実労働
時間数 

きまって支
給する現金
給与額 

年間賞与そ
の他特別給

与額 

歳 年 時間 時間 千円 千円 

男 女 計 41.4 11.7 160 13 403.4 1219.1 

男 42.8 13.2 161 14 445.3 1428.7 

 女 38.6 8.9 159 10 320.4 803.6 

健康＆生産性向上＆ZEBビル 
（ｽﾏｰﾄｳｪﾙﾈｽｵﾌｨｽ） 

-2,700円 -30,000円 +9,000円 

50％ 5％向上 15%増 
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説明内容 

 
１．温室効果ガス削減に向けた国内外の動向 
 
２．建築分野の省CO2推進の障壁 
 
３．新しい建築モデル：スマートウェルネス 
 
４．まとめ 
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 まとめ 

エネルギー管理の技術、ノウハウは既に蓄積されている。後
は人（技術者）、物（計量計測）、金（ビジネス）のリソースをど
う確保・成立させるか 
 

建築分野の環境対応を加速させるには市場原理に即した意
識付け、情報整備、制度構築が必要。 
 

スマートウェルネスの考え方には抜け道がある。それを正す
のは、市民・消費者の環境配慮に対する社会的責任行動、意
識付けが重要 
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ご清聴ありがとうございました。 

Thank you very much for your attention! 


